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視点

　今年、2014年 3月期の上場企業の決算発表

は、景気が上向きになっていることを数字で

確認できるよい機会だった。多くの企業が目

覚ましい業績回復を遂げており、過去最高益

を記録した企業も多い。長期低迷にあえいで

いた電機業界においても大企業の業績回復が

顕著である。ほかにも、自動車メーカーや部

品メーカーなどのグローバル製造業や、小売

業、サービス業などの中に、過去最高の売り

上げ、利益を記録した企業が多かった。

　過去、日本の製造業は多くの領域でグロー

バルな競争力を有し、世界市場を席巻してい

た。しかし、その後の “失われた20年” に、

電機産業やエレクトロニクス産業などはその

地位を失ってしまっていた。そして今回の復

活である。これは果たして本物と考えてよい

のだろうか。

　気になるのは、かつて日本の製造業を代表

してきたような企業でも、厳しい経営状態か

らいまだに抜け出せないでいるところが少な

くないことだ。多くの企業の目覚ましい業績

回復は、アベノミクスによる円安効果がもた

らした一時的な状態であり、今後の環境変化

によって再び苦境に陥ってしまうということ

はないのか。

　筆者は、経営コンサルティングの仕事を通

じて経営者の方々と議論する機会が多いが、

今回の業績回復で将来を楽観視できるとする

経営者の方はほとんどいない。むしろ、これ

まで苦しんできた本質的な問題に対して真剣

にその原因を考え、小手先の解決ではなく、

根本的な問題解決に取り組み始めているよう

に感じる。そして多くの企業が、事業ドメイ

ンの “選択と集中” を進め、過去の経営スタ

イルやガバナンス体制を抜本的に転換させよ

うとしている。

　実際、野村総合研究所（NRI）に寄せられ

る相談も、事業戦略に関するテーマに加え

て、組織や業務をゼロベースで見直したいと

いう企業内部の改革に関するものが増えてい

る。これをコンピュータシステムに例える

と、中核となるOS（基本ソフト）のバージ

ョンを劇的に上げようということである。新

興国市場への展開、さまざまなリスクの増大

など、企業経営を取り巻く環境が大きく変化

するなかで、事業戦略や営業戦略などのアプ

リケーションが、古いOSでは十分に動作で

きなくなってきたためだ。

　企業の組織OSには、人的資源のようなハ

ードの領域と、価値観や行動様式などのソフ

トの領域がある。新しい経営環境に適応して

いくために、 2つの領域とも大きくバージョ

ンを上げる取り組みに着手する企業が増えて

きたのである。

　しかしながら、“失われた20年” の間に、

経営トップが示す方針を現場で具体的な計画

に落とし込み、一体となって改善を積み重ね

ていくという組織能力が弱体化してしまった

追い風の中での構造改革

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.
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企業は少なくない。そのため、組織のOSを

入れ替えるような全社レベルの大規模な改革

において、経営方針は打ち出されているもの

の、想定したようには改革が進まず、十分な

成果を得られないことになるのである。

　それでは、新しい競争のステージに進むこ

とに成功した企業にはどのような特徴がある

だろうか。

　 1つは、創業者が自ら経営の陣頭指揮を執

っている新興企業であり、IT系、流通系な

どに多く見られる。オーナーの起業家精神が

組織の末端まで浸透しており、トップマネジ

メントの強いリーダーシップで、スピーディ

ーに戦略を展開している企業が多い。

　 2つ目は、いわゆる “グローバルニッチト

ップ企業”（グローバル市場において特にニ

ッチな分野で高いシェアを持つ企業）であ

る。すなわち、自社の経営資源をコアコンピ

タンス（競争力の核となるもの）に集中し、

他社の追随を許さず、納入先が世界中に散ら

ばっているようなビジネスモデルを確立して

いる企業である。自分たちの得意分野に経営

資源を集中し、常にイノベーションに取り組

むことで競争優位を維持している。

　 3つ目は、伝統的な製造業を中心とした大

企業であるが、ここ数年の構造改革に成功し

たことにより再び成長軌道に乗った企業であ

る。事業ポートフォリオを入れ替え、コスト

構造改革を断行し、ガバナンス体制を改革す

ることで強い本社機能をつくり上げている。

　これらの企業に共通するのは、いずれも1

人のトップや本社の強いリーダーシップに

より “不連続な改革”（過去の改革の延長で

はない新たな飛躍をもたらす改革）を実施し

て、トップダウンが機能するような構造改革

を断行してきた点である。

　景気が上向きになった今は、日本企業が

再び輝きを取り戻す絶好のチャンスである。

2020年の東京オリンピック・パラリンピック

の開催に向けて、ハード、ソフトともさまざ

まな施策が展開されていくことも後押しとな

るだろう。

　“失われた20年” の間にも景気循環はあっ

た。組織の構造的な問題があっても、景気の

上昇局面では業績が少しは回復し、下降局面

になって再び元に戻ってしまうというケース

も珍しくなかった。それは、小手先の改善で

済ませ、根本的な問題にメスを入れてこなか

ったからである。しかし、今回のチャンスを

追い風と捉え、抜本的な改革に着手する企業

が少しずつ出始めている。

　グローバル競争の中で勝ち残っていくため

には、常に自社の事業、機能、業務、人材、

ITなどを見直し、変化に合わせて代謝させ

ていくことが不可欠となってくる。そのため

に求められるのは、やはり経営と本社機能の

強いリーダシップなのである。 ■

野村総合研究所
執行役員
コンサルティング事業本部
副本部長
立松博史（たてまつひろふみ）
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情報システム部門の事業貢献とは
─全社にわたるIT資産の有効活用─

　昨今、事業部門に資する情報システムのあり方が経営によって問われるケースが増えてい

るが、必ずしも最新の技術に基づいた新システムの構築が求められているわけではない。本

稿では、既存IT資産のROA（総資産利益率）の再評価や、中長期的に再利用・共通化できる

IT整備など、情報システム部門の事業貢献のポイントについて考察する。

増える戦略的投資・情報活用投資

　情報システム部門の人員を削減し、できる

限り既存システムを延命させながら、新規の

IT投資は必要最小限に抑えるという経済低

迷期のIT戦略が変化してきている。より積

極的にITに投資し、ITを活用することで業

績を向上させようという動きである。

　野村総合研究所（NRI）による、国内上場

企業の経営企画部門を対象にした「企業経営

に関するアンケート調査」（2014年 2月公表）

でも、今後、ITの「戦略的投資・情報活用

投資を拡大したい」とする回答が 5割を超え

た。新事業・サービスの実現やビジネスを支

援するための情報提供にIT投資を増やすな

ど、より積極的にITを取り込もうという経

営姿勢をうかがわせるものである。

　これには以下のように 2つの要因がある。

　生活者を対象とするBtoCビジネスにおい

ては、スマートフォンやPCのような、生活

者に普及したモバイル端末などのIT機器と

企業との接点を構築することが広く行われて

いる。そしてその接点を通じて広告宣伝を含

む情報提供や商品販売そのものを強化・拡

大したいと考えるようになっている。OtoO

（Online to Offline）やオムニチャネル化とい

ったキーワードを事業戦略の中心に据え、生

活者の利便性や使いやすさといったユーザー

エクスペリエンス（経験価値）の向上を、新

規顧客の獲得や顧客の囲い込みにつなげよう

というのである。

　一方、企業向けには、従来よりも安価なク

ラウドサービスやパッケージソフト、アウト

ソーシングサービスが充実してきている。ま

た、生活者に普及したことで低価格化が進ん

だスマートフォンやタブレット端末など、消

費者向けに開発された端末類をビジネスに

利用する動きも出てきた。このような安価な

IT機器やサービスを利用して、投資抑制に

よって陳腐化が進んでしまったITを再整備

し、業務効率の向上や社員の新しいワークス

タイルの創出などを実現し、生産性を向上し

ようとしているのである。

　ITをビジネスに積極的に活用しようとす

る動きは、企業の大小にかかわらない最近の

特徴である。前述の調査結果によると、売上

高100億円未満の企業であっても 5千億円超

の企業であっても、年間IT予算のおよそ 2割

近くをこのような戦略的投資や情報活用投資

に振り向けている。

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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　その一方で、ITを運営していくために必

要な基盤投資や維持投資に 5割以上を費やし

ているのも実情である。市場環境や業況の変

化があるため、年により、また企業によりこ

の比率は多少は変動するものの、中期的には

この比率が劇的に変化することはなさそうで

ある。なぜなら、全ての新規投資は、それに

よって構築されたシステムを維持するための

投資が必要となるからである。

情報システム部門への新たな期待

　戦略的新規投資を重視するという、IT投

資に対する昨今の経営姿勢を受けて、企業の

情報システム部門は今後どのような役割を果

たしていくべきなのだろうか（図 1参照）。

　従来、情報システム部門は、社内の情報シ

ステムの構築および運用という役割を担って

きた。情報システム部門にとって、この 2つ

の役割が主要かつ重要であるという点は今後

も変わらないだろう。

　「IT構築」のプロセスにおいては、事業運

営に必要な基幹システムを構築するための

ITインフラやPC基盤の整備、情報セキュリ

ティ対策のほか、企業によってはIP電話やモ

バイル端末の整備まで多岐にわたるIT関連

のシステム整備を担当する。ハードウェア

やソフトウェアの選定、その調達や開発、ベ
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率的かつ安定的にシステムを維持管理すると

いう難題も常に課されている。

　近年では、これらの役割に加えて、前述し

たようにITを活用して事業に貢献すること

を経営からより強く求められるようになって

いる。ITを活用すれば、一層の効率化やビ

ジネスにおけるイノベーションが可能にな

り、事業そのものが次なる成長を遂げられる

のではないかという経営の期待からである。

“IT資産の活用”という発想

　では、事業に貢献するために情報システム

部門がなすべきことは何であろうか。最新の

技術動向を見ながら、ユーザー（事業）部門

に対する新システムやITツールの導入を促

進することだろうか。IT中期計画やIT化構

想を策定し、全社の情報化を進めていくこと

だろうか。

　確かに、このような「IT戦略・企画」の

機能を強化し、情報システム部門が企業の変

革をリードしていくことは重要である。例え

ば、IT中期計画の策定は、経営にとっては

中期の投資計画の基礎になり、ユーザー部門

にとっては自部門に関わるシステムがいつ更

新・追加されるのかが明確になる。しかし筆

者は、多くの企業でこのIT中期計画が情報

システム部門とユーザー部門との緊密なコミ

ュニケーションを欠いたまま決められる状況

に幾度となく遭遇している。すなわち、情報

システム部門がユーザー部門の新しいニーズ

を取り込むことなく、既存システムを運用・

維持するために必要な投資にのみ焦点を当て

て計画を決めるというものである。そうなる

と、ユーザー部門にとっては、自分たちのビ

ジネスとは直接的に関係ない部分でシステム

更改が行われ、ビジネス上の付加価値向上に

つながっていないということになりやすい。

　情報システム部門は、決して悪気があって

そうしているわけではない。既存システムの

運用・維持に必要な投資・整備を計画的に行

っているに過ぎず、任務は果たしているので

ある。また、既存システムについてのニーズ

を収集するために、ユーザー部門へのヒアリ

ングやアンケート調査を実施しても、現行シ

ステムの改善要望にとどまる意見しか聞かれ

ないケースも多い。結果として、情報システ

ム部門主導でIT中期計画が決められてしま

うというのも実情である。

　一方では、ユーザー部門の要望に基づいて

現行システムの追加改修や新規システムの構

築を次々に実施するケースも見られる。情報

システム部門の予算の範囲内であるか、ユー

ザー部門がIT予算を持っている場合、その

投資対効果（ROI）が十分に試算・検証され

ないまま、情報システム部門は事業に貢献し

ていると考えてしまいがちである。

　いずれのケースにおいても、一見すると情

報システム部門として社内の要請に基づいて

正しい行動をしているといえる。しかし、全

社のIT資産を把握し（それができるのは情

特　集
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報システム部門しかない）、その資産をいか

にして最大限の成果が出るように最適化して

いるかという点において、情報システム部門

はその役割を果たすべきであると筆者は考え

る。具体的には、現行システム資産の状況を

可視化して、既存IT資産をユーザー部門が

活用できるようにすることが必要である。既

存IT資産を再利用して投資を効率化し、IT

資産のROAを高める取り組みは今後ますま

す重要になる。

事業に貢献する情報システム部門のために

　そのためには、IT部門における従来から

あるIT構築、IT運用の能力に加え、以下の 2

点を強化することが必要になる。

　 1つ目は、前節でも挙げた既存IT資産の有

効活用である。事業単位ではなく企業単位で

見渡したIT資産を再利用・最適化すること

が重要で、そのためにはまずITのROAを測

定することが必要になる。ERP（統合基幹業

務システム）の導入やシステムの標準化・共

通化も、企業全体でIT資産を効率的に使う

ための有効な手段である。

　一方で、事業単位でのユーザー部門のニー

ズによって整備されるシステムや、昨今の消

費者向けのシステムは、ビジネスニーズや要

件が短期で変わるために個々に整備される傾

向にある。しかしこの部分でも、ITプラッ

トフォームやSOA（サービス指向アーキテ

クチャー）の発想で、既存IT資産を最大限

に有効活用することを模索していかなけれ

ばならない。これによって、企業全体で共通

化されたデータベースやネットワークなどの

IT基盤の上に、ユーザー部門のニーズに即

したアプリケーションを短期間で構築するこ

とが可能になる。

　 2つ目はIT戦略・IT企画である。ここで

もIT資産の活用を前提にIT中期計画やIT化

構想を策定すべきである。既存システムのサ

ポート終了による更新投資や、新たな技術の

適用に関する投資においても、現在または将

来のIT資産の再利用・有効活用に資する形

で投資の優先順位を設定し、IT中期計画を

立案すべきである。

　既存システムを刷新して、ここまで述べた

ようなIT資産の活用ができるように環境整備

する場合は、多額の投資と期間を要する。ま

たそれぞれのプロセスにおいて、ユーザー部

門の参画のためにBRM（ビジネス・リレーシ

ョンシップ・マネジメント）やチェンジマネ

ジメントも求められる。これらは情報システ

ム部門単独ではできない取り組みとなろう。

　本稿で述べた取り組みは決して簡単なもの

ではないかもしれない。しかし、全社的かつ

長期にわたって情報システム部門が事業に貢

献するためには極めて重要なものである。経

営のIT投資に対する考え方が前向きに転換

しつつある今こそ、このテーマに真剣に取り

組むチャンスといえよう。 ■
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特　集　［企業成長に貢献するITのあり方］

　社内コミュニケーション活性化、社内業務の本社集約化など、社内業務改革を経営課題と

捉え、本格的に取り組む企業が増えている。その中で、改革の手段である社内システム、お

よびその作り手である情報システム部門の役割も大きく変化している。本稿では、社内シス

テム構築を通じた社内業務改革のために情報システム部門は何をすべきか考察する。

高度化する社内業務改革要件

　近年、社内業務の課題を全社的な課題と捉

え、経営層がリーダーシップを発揮して抜本

的な改革に取り組む企業が増えてきている。

ここでいう社内業務とは、本社の人員が行う

人事・総務・経理系の業務、および事業部門

の人員が行う関連業務全般を指す。

　これまで、社内業務の改革といえば、「申

請・承認手続きのペーパーレス化」「会計シ

ステムの統合」など具体的なテーマが多かっ

た。しかし近年では、「無駄な社内業務の全

廃、本業への集中」「事業特性に合致した会

計システムの導入」「生産性の高いオフィス

環境の構築」など、要件が曖昧で、検討の過

程で要件やゴールを探るようなテーマが主に

なっている。社内業務改革の要件が、「現場

要望の実現」から「経営課題の解決」に変わ

りつつあるといえる。（表 1参照）

　ところが、要件が高度化している社内業務

改革を、経営層の期待に沿って実現した企業

は必ずしも多くないのが実情である。次節以

降で、社内業務改革を阻む要因とそれを解決

するための施策を、情報システム部門の改革

の実例を基に紹介する。

情報システム部門の限界

　情報システム部門の主な業務は、SCM（サ

プライチェーン管理）やCRM（顧客関係管

理）といった直接業務系システムと、ERP（統

合基幹業務システム）やグループウェアなど

社内業務を遂行するための社内システムの企

画・構築・運用および継続的な改善である。

直接業務系システムは事業部門主体で要件が

定められる一方、社内システムは情報システ

ム部門が主体となって事業部門とともに要件

を定めることが多い。

　システム開発プロセスの中で、企画・継続

“企画型”の情報システム部門へ
─社内システム改革成功のポイント─

表１　高度化する社内業務改革の要件

テーマ例 従来の改革要件（具体的な課題への対応） 近年の改革要件（曖昧な要件の具体化・実現）
事務処理
（申請・承認）

不要な申請・承認業務の全廃
顧客先常駐社員・在宅勤務社員の申請業務の簡素化

場所・時間の制約を排した組織内コミュニケーショ
ンの実現

ワークフローの電子化、ペーパーレス業
務の実現

拠点間テレビ会議システムの導入

グループ会社ごとに異なる会計業務・会計
システムの統一化

個々のグループ会社の事業特性に合った会計システ
ムの導入

社内情報共有

会計
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改善業務と、構築・運用業務は、業務内容も

求められる要件も大きく異なる。前者は、ユ

ーザー（自社の経営層・社員）の要望・課題
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野村総合研究所
コンサルティング事業本部
経営情報コンサルティング部
主任コンサルタント
寺山哲史（てらやまてつし）
専門は基幹・業務システムの企画構想
策定、全社型プロジェクトPMO

表２　情報システム部門に求められる機能

機能 業務分類 業務内容 求められる機能

プランニング 企画
継続改善

構築

運用

最新技術に対する理解
ユーザーに対する提案力

システム設計
プロジェクト管理

品質管理

ユーザー（自社の経営層・社員）の要望・課題を把
握し、社内システムに求められる要件を具体化する。

決められた要件に従い、社内システムを設計・構
築する。

社内システムが提供するサービスが停止しないよう、
環境を維持管理する。

オペレーション
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に対する社員の拒絶感が強い。

（2）社内システム改革プロジェクト

　これらは、情報システム部門がプランニン

グ機能を果たせておらず、主体的に現行業

務・システムに対しての解決策を企画できて

いないということに根本的な原因があった。

　こうした状況に対して、経営層（本社担当

執行役員）は、社内システムのプランニン

グだけを専門に行う時限的なプロジェクト

（「社内システム改革プロジェクト」）を組成

し、情報システム課の機能をオペレーション

に特化させるという組織変更を行った。

　プロジェクトの母体となったのは、情報シ

ステム課の中でも特に新技術に詳しい人員

で、これを半数とし、残りの半数は実業務に

詳しい各事業部の企画人材を抜擢した。事業

部からは、本社に人材を引き抜かれることに

対する大きな反発があったが、当プロジェク

トが最優先であるという全社方針の下、経営

層が事業部を説得して人員を異動させた。

　プロジェクトは、ユーザーの課題を抽出

し、あるべき業務の姿を描くところからスタ

ートした。その際、事業部出身のメンバーを

窓口にすることによって、要件を具体化する

事業部キーパーソンを早期に巻き込むことに

成功した。

　主に情報システム課出身のメンバーは最新

技術の動向調査を行い、事業部の要件に対し

てソリューション基点での解決策検討を進め

た。これらのメンバーは、従来、既存システ

ムのオペレーション業務にほとんどの時間を

取られていたが、組織変更によってそれらの

業務と切り離されたことにより、これまでで

きなかったプランニング業務を行えるように

なった。

　また、週次定例会を開き、プロジェクトの

業務担当・システム担当、および各事業部の

キーユーザーが一堂に会して検討状況の確認

と課題の検討が行われるようになった。

　社内システムのリリースは一度に行わず、

機能ごと（各種申請・承認、顧客情報管理、

Web会議・スケジューラーなど）にまず先

行事業部にテスト導入し、その後、全社に展

開するという手順で行った。その過程で事業

部から寄せられる課題・要望を拾い上げ、シ

ステム改善を行って次期リリースに含めると

いう漸次的リリースも行った。このように、

事業部の課題・要望を丁寧に拾い上げ、順次

対応することによって、業務・システムの変

更に対する事業部の拒絶感を徐々に取り去っ

ていった。

　プロジェクト内の評価者（プロジェクトリ

ーダー）は、それまでの情報システム課にあ

った、定常業務を前提とした評価指針を見直

し、「どれだけ事業部のニーズを拾い上げた

か」「どれだけ自主的な提案を行ったか」な

ど、よりプランニング機能に即した評価指針

を採り入れてメンバーを評価した。

　このプロジェクトを通じて、 3カ月間で要

件が具体化され、その後の 6カ月間でシステ

特　集
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ム構築および順次リリースが行われた。

　経営層はリリースをもって時限プロジェク

トを解散したが、従来の情報システム課を情

報システム部とし、プロジェクトの人員およ

び機能を新組織に統合した。現在、情報シス

テム部は月次で事業部との議論の場を持ち、

構築した社内システムの継続的な改善と新規

システムの企画を行っている。定期的に行っ

ている社内の満足度調査では、社内システ

ム、情報システム部に対する事業部からの評

価は飛躍的に高まった。

社内業務・システム改革成功のポイント

　A社の事例のポイントは、経営層が社内業

務・システム改革のために、情報システム部

門の改革の必要性を真に認識し、それを断行

したことである。この事例に即していえば、

社内業務・システム改革のために打つべき施

策は次の 3つに集約される（図 1参照）。

①全社型検討組織の設置

　情報システム部門と事業部門が一丸となっ

て検討を進められるよう、全社型の検討組織

の設置が必要である。時限的なプロジェクト

や、社内委員会のような形式が有効である。

②評価基準の見直し

　現状の社内システムの延長ではない、刷新

を含めた社内システム改革を行うためには、

情報システム部門が事業部門のニーズを把握

し、新規ソリューションの提案を主体的に行

うことが必要となる。そのためには、定常的

なオペレーションとは別に、事業部ニーズの

把握・提案といったプランニング業務を積極

的に評価する制度の導入が必要である。

③“エース人材”の配置

　最後に、プランニング機能を果たせる人材

を情報システム部門に配置する必要がある。

そうした人材には、システムエンジニアの能

力よりも営業力・構想力が必要で、時には広

い社内人脈を持つことが求められる。このよ

うな要件を満たす “エース人材” を情報シス

テム部門に配置するためには、社内システム

の重要性について経営層が十分に理解し、ト

ップダウンで事業部門の優秀な人材を情報シ

ステム部に配置することが必要となる。

　過去、社内システムおよびその担い手とし

ての情報システム部門に期待される役割は、

本業（事業部門の業務）と比較して必ずしも

高くなかった。しかしながら、要件がより高

度化する社内業務・システム改革を成功させ

るためには、経営層がその認識を改め、情報

システム部門を社内業務改革に資する存在と

して位置付けられるかどうかが鍵となる。本

稿がそのための参考になれば幸いである。 ■

図１　社内業務・システム改革成功のための施策

情報システム部門と事業部門が
一丸となって要件を検討できる
場（委員会・プロジェクト）

情報システム部門メンバーの主体
的な提案を促すための評価制度

営業力・企画力・社内人脈など
の人材要件を持つメンバーの組
成・育成

①全社型検討
　組織の設置

②評価基準の
　見直し

③“エース人材”
　の配置
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特　集　［企業成長に貢献するITのあり方］

ユーザー参加型のシステム開発
─ユーザー合意における“翻訳”の必要性─

　システム開発における上流工程での “ユーザー合意” の重要性が強調されて久しく、ユー

ザー合意を得やすいアジャイル開発などさまざまな開発手法が提案されている。しかし依然

として「ユーザー合意が不足していたためにプロジェクトが失敗した」という声を聞くこと

が多い。本稿では、その理由と、失敗しないためのポイントについてあらためて考えたい。

失敗をもたらすユーザー合意の不足

　システム開発プロジェクトで、納期・品

質・コストのいずれかで目標を達成できない

とき、これを「失敗」と呼び、一説による

と 7割のプロジェクトは失敗だという。失敗

の要因としては「上流工程でのユーザー合意

の不足」「複数システム間（複数ベンダー間）

のトラブル」など、複数関係者の意思疎通の

難しさが多く挙げられる。

　本稿では、ユーザー合意の不足について、

主に大規模開発に絞ってその原因や解決策に

ついて論じたいと思う。なお、ここでいう

ユーザーとは、社内システムのエンドユーザ

ーである社員（従業員）とし、大規模開発と

は、推進体制にそれなりの人数が必要で、ス

ケジュール管理、タスク管理が必要な規模

（全体開発工数が500人月を超えるレベル）を

想定する。

　昔から上流工程でのユーザー合意は難しい

といわれるのは、実物を見たり触ったりする

ことが外部仕様（システムが備えるべき機能

やデータの流れ）を決める段階でできないか

らである。これは、新規開発でもパッケージ

利用でも同じである。パッケージでは、その

製品の標準的な使用法を試してみることは可

能だが、実際にユーザーの要望を反映した実

物を触ることは、やはり外部仕様を決める時

点ではできない。

　この話を家の建築に例えてみよう。例えば

設計図で窓の位置や仕様を見せられても、光

の入り具合や開け閉めのしやすさは想像する

しかなく、それでいいと思っても本当に合意

したことにはならない。完成してから「思っ

ていたのと違う」ということになれば、これ

は失敗である。これと同じことがシステム開

発でもいえる。システム開発が建築よりも難

しい点は、システムは目に見えにくく、受け

入れテストがユーザー合意から 1年後、 2年

後に行われるケースも多いということである。

　システム開発にはさまざまな工程がある

が、一般的にはシステム化構想・計画から要

件定義、そして外部設計（外部仕様の設計）

まではユーザー合意を行う必要がある。専門

的な知識のないユーザーからすると、よく知

らない言葉で詳細に書かれたシステム設計書

を大量にレビューしなければならない状態が

続く。担当している現業との掛け持ちであっ

たりすると、現業に追われてモチベーション

を維持できず、「よく分からないが、まあ大
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丈夫だろう」と表面的な合意をしてしまう。
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または説明ができる人材が果たしているだろ

うか。

　これらは、システム開発に限らずビジネス

で相手へ物事を伝えるための当たり前の能力

である。しかし、それが業務の特質とシステ

ム開発の専門性を理解した上でとなると一段

とハードルが上がる。

　翻訳が最も重要となるのは「要件定義」と

「外部設計」の間である。すなわち、定義さ

れた要件に基づいて新しい業務を設計する

タスクをユーザーの視点で行える（翻訳でき

る）ことが、結果としてシステム開発全体の

品質を向上させるのである。

　翻訳が正しく行われないと、システム開発

ではその分、減点が発生してしまう。積み重

ねられた減点は、後工程で大きな反動となっ

て表面化する。修正しようとすれば大きな手

戻りが発生するため、ユーザーが納得できな

い状態のままリリースを迎えるか、リリース

を遅らせる（コスト増加を伴う）かの選択を

迫られることになる。

誰が翻訳能力を持つべきか

　では、翻訳能力は誰が持っていればよいの

か。この問いに答える前に、ユーザー合意の

一方の当事者であるユーザー側の体制を確認

しておこう。

　システム開発におけるユーザー側の体制に

は、ユーザーが所属している事業部門の部門

長はもとより、現場で業務の中心となってい

るキーパーソンも必要である。これは、ユー

ザー合意が、後工程で「それは違う」と言わ

れないためのものと考えると、他のユーザー

への影響力がある人が必要という点について

説明は不要であろう。もし、そういう人をシ

ステム開発に割けないのであれば、事業部門

としてもシステム開発のリスクが大きい点は

認識しておくべきだろう。

特　集

表１　システム開発での“翻訳”のポイント

項目分類 チェック内容

ドキュメントの
書き方

確認の方法

構造 目次を見ればストーリーが読み取れるように構造化されている。

読み手に立った目的・位置付けが記載されている。

ユーザー業務の独自の言葉およびシステム用語が定義されている。

業務的な観点で適切な粒度で要約されている。細かい要件は参考とい
う位置付け。

しかるべき業務的な分類がされ、重複や漏れがないことが分かりやす
く説明されている。

ユーザーに何を確認してほしいかが明確になっている。確認ポイント
に対してユーザーはYes/Noの回答で原則OKとなる。

会議の目的から外れる発言に対して、本来の確認ポイントに誘導する
ことができる。

必要に応じてホワイトボードなどを使って認識を合わせることができる。

目的・位置付け

言葉の定義

記載の粒度

網羅性の担保

確認ポイント

ユーザー意見の発散
への対応

ユーザーとの意思疎通

進め方
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　さて、事業部門のキーパーソンを開発体制

に配置できたという前提で、誰が翻訳能力を

持っているべきかという議論に話を戻そう。

ユーザー側が翻訳能力を持っていることは、

理想的ではあるが現実的な話ではないだろ

う。ユーザーは当然ながらシステム開発の専

門性を深める立場になく経験も積めない。こ

のため、翻訳能力を持つべきなのは、管理者、

開発者、または外部のいずれかということに

なる。

　最も望ましいのは、管理者（情報システム

部門）が翻訳能力を有することである。ユー

ザーと開発者の間に入る立場であり、また、

開発ベンダーのコントロールにも大いに役立

つためである。ただし、習得には相応の時間

が必要となる。情報システム部門内の人材を

育成しようとするのであれば、担当するプロ

ジェクトをある程度絞り、より深く要件に踏

み込んで当事者としてシステム開発を経験さ

せることが重要である。

　それでは開発者が有しているのはどうか。

実際に多くのシステム開発の現場ではそうな

っているだろう。特に問題なく運用されてい

るシステムでは、優秀な開発者がユーザーを

意識して活動しているはずである。問題があ

るとすれば、新たな環境でのシステム開発に

おいて新たな開発ベンダーを選定する場合で

あろう。開発ベンダーといっても多種多様で

ある。一般的に翻訳能力を備えている開発ベ

ンダーは価格が高い。しかし、翻訳能力が高

いかどうかは実際にプロジェクトを進めてみ

ないと分からない。また、価格の安い開発ベ

ンダーに翻訳能力がないとも言い切れない。

強いていえば、よく知られた開発ベンダーで

あれば人材も豊富で、それだけ翻訳能力を備

えている確率は高い（相対的にコストも高

い）ということであろうか。

　最後に、外部からの調達についてである。

外部調達は、差し迫った問題があるときには

最も機動的な手段になり得る。当然、その分

のコストは発生するが、開発失敗のリスクと

比較してどう捉えるかである。例えば、開発

ベンダーの人員が100人以上もいるようなプ

ロジェクトでは、要件確認担当のユーザーと

は別に、発注者側のPMO（プロジェクトマ

ネジメントオフィス）として10名程度の人員

は必要になるだろう。ユーザー側の事業部門

もしくは情報システム部門でそれだけの人員

がそろわない場合、不足を補うために外部調

達を行う、というイメージである。

　翻訳能力を有するコンサルタントなどは、

往々にしてシステム開発の上流工程を専門と

することが多いため、できるだけ早い時期

（システム化構想など）に参画させた方が得

策だろう。開発ベンダーはすぐには変えられ

ないが、コンサルタントは開発が軌道に乗れ

ば役目終了とすることができる。野村総合研

究所（NRI）もシステム開発の翻訳の専門家

として、ユーザー合意の一助になることがで

きれば幸いである。 ■
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特　集　［企業成長に貢献するITのあり方］

企業のデータ活用の高度化に向けて
─アナリティクス専門組織の必要性─

　データ活用の高度化には、ビジネス、分析、システムなどのさまざまな専門性が必要であ

る。これを一部の担当者、組織だけでカバーしようとするために、必要な分析体制を確立で

きず十分なデータ活用を行えない企業が少なくない。本稿では、企業のデータ活用の現状と

問題の構造を整理した上で、組織としてデータ活用に取り組むための方法について考察する。

データ活用への期待

　企業内外に存在するさまざまなデータを有

効に活用し、企業経営に役立てていくことへ

の関心が高まっている。近年のITの進歩に

伴って、企業が活用可能なデータの種類は急

速に広がった。また、大量のデータを処理す

るために必要なハードウェアの性能も日々向

上し続けている。これらのことを背景とし

て、さまざまな業種の企業がデータ活用の高

度化に取り組むようになった。

　野村総合研究所（NRI）は2012年 8月に、

売上高200億円以上の日本企業を対象に、ビ

ッグデータの活用に関するアンケート調査を

行った（図 1参照）。この調査で、ビッグデ

ータの活用を組織的な（全社レベル、部門・

部署レベル）検討課題と考えている企業が約

6割に上った。また、顧客情報が集中する金

融業、流通業だけでなく、幅広い業種の企業

がビッグデータの活用を検討中であることが

明らかとなった。企業のデータ活用への期待

は今後ますます高まっていくであろう。

データ活用は試行錯誤の段階

　データ活用に対する期待が高まる一方で、

十分に活用できていない企業も少なくない。

前述の調査では、ビッグデータ活用が有望な

領域（用途）と、実際にその領域でデータを

活用しているかも聞いている。その結果、ど

の領域でも、有望と答えた割合と活用中と答

えた割合には大きな隔たりがあった。例え

ば、有望という答えが67％と最も多かったマ

ーケティング領域でも、実際に活用中と答え

たのは26％にすぎない。有望と考えてはいる

がデータを活用できていない企業が多いとい

うことは、各社のデータ活用がまだ試行錯誤

の段階であることを意味している。

データ活用上の問題点

　では、データを活用する上でどのような問

題があり、どのように克服すべきなのだろう

か。データ活用を阻んでいる要因は以下の 3

点に集約される。

①多様なニーズが存在

　企業内にはさまざまなデータ活用のニーズ

が存在する。商品企画部は商品開発への活

用、物流部門はSCM（サプライチェーン管理）

の最適化、人事部は労務管理の高度化、生産

部門は設備メンテナンスの向上などにデータ

を活用したいと考えている。このようなデー
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タ活用ニーズの広がりは、裏を返すと、さま
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ナリティクス専門組織の設置が有効である。

　情報システム部門あるいは事業部門を母体

として、組織横断的に必要な人材を集め、専

門組織を組成していくべきである。必要な

人材は、社内システムやデータベースの専門

家、分析の専門家、事業についての理解が深

い人材の 3タイプである。組織の規模は、最

初は小規模で構わない。プロジェクト形式で

スタートし、成果を検証しながら徐々に拡大

していく進め方が現実的である。

　アナリティクス専門組織は、社内の各部門

と連携しながら、会社を成長させていくため

に必要な分析テーマを吸い上げる。さまざま

な分析テーマをリストアップした上で、経営

との合意を踏まえ、取り組みの優先順位を付

ける。取り組むことが決まった分析テーマに

ついて分析要件の整理を行った上で実際の分

析作業に入る。

　アナリティクス専門組織の設置には 3つの

メリットがある。

①必要な専門性を確保できる

　上述のとおり、データ活用に必要な専門性

を組織として確保できることが最大のポイン

トである。専門家を集めるに当たり、外部ベ

ンダーも有効に活用すべきである。特にアナ

リティクスの専門家は社内で不足しているこ

とが多い。自前主義にこだわって取り組みが

遅れてしまうことは避けるべきである。

②現場とのつながりが業務改善を容易にする

　データ分析の結果を生かすのは、最終的に

特　集

図２　企業が考えるデータ活用上の問題点

ビジネスとして具体的に何に活用するかが明確でない

担当者のスキルが不足している

投資対効果の説明が難しい

ビジネスとデータ分析の両視点で戦略を考えられる人材がいない

担当者の人数が不足している

ビッグデータ活用の受け皿になる組織がない

社内の既存データが整備されていないため、活用が難しい

社内の縦割り意識が強いため、組織横断的な視点で取り組めない

経営層がビッグデータ活用の必要性・有効性を感じていない

システム構築、データ整備に必要な予算がない

何から手を付けたらよいか分からない

社内に適切な相談相手がいない

社外に適切な相談相手がいない（ITベンダー、コンサルタント等）

その他

ソーシャルメディア、センサー情報など、新しいデータの
収集・分析が難しい

個人情報の取り扱いや情報漏えいなどのリスクに対する
不安が大きい

ビッグデータ活用に取り組む際のアライアンス先・パー
トナー企業がいない
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は人である。組織横断的に集められた人材

は、それぞれ出身部門とのつながりを持って

いる。このつながりは、データ分析の結果を

現場の業務改善につなげていく上で有効に機

能する。

③全社的な貢献が可能

　分析機能に特化した組織として設置するこ

とで、社内に存在するさまざまな分析テーマ

に対応することができ、結果として全社に対

して貢献することが可能となる。

アナリティクス専門組織の活動のポイント

　最後に、アナリティクス専門組織を有効に

機能させるためのポイントを整理したい。

（1）分析テーマの提案機能を備える

　アナリティクス専門組織が陥りやすい問題

は、事業部門から依頼される集計業務の負荷

が増大するために、本来、取り組むべき全社

の重要分析テーマにリソースを配分できなく

なることである。そのため、分析業務の効率

が低下し、能動的な分析提案が不足すること

にもなる。

　これを補うためには、現場のニーズを理解

することに加えて、常に新しい知見を得るこ

とにより、能動的な提案機能を強化すること

が必要である。それには、外部ベンダーから

の情報提供、学会、研究機関との連携を通じ

て、最新のデータ活用の考え方を幅広く収集

し、自社の業務に取り入れる方法を常に検討

していくことが有効である。

（2）事業部門の教育機能を備える

　アナリティクス専門組織が軌道に乗ると、

定型的な帳票の作成や追加的な集計業務への

対応が増加するため、上で述べたような分析

業務の効率低下が起きやすくなる。事業部門

から頼られること自体は望ましいが、それに

よって新しい取り組みにリソースを割けなく

なると、最終的には事業部門の集計部隊と見

なされてしまう。

　重要なのは事業部門に対する教育機能を備

えることである。アナリティクス専門組織

は、組織横断的に重要度の高い分析テーマに

取り組み続けるべきである。そのため、取り

組みが完了した分析テーマに関しては、必要

なノウハウを事業部門と共有し、可能な限り

現場に分析業務を移管していくことが重要で

ある。

（3）成果の出やすい領域から取り組む

　新組織を設置する場合、どうしても短期的

な成果が求められる。そのため、最初にどの

テーマに取り組むかは特に重要である。それ

は成果が分かりやすいテーマ、全社的なテー

マである。これらのテーマを複数選ぶことも

よいだろう。

　今後、各社が取り組みを本格化していくデ

ータ活用においては、全社的な視点に立って

情報システム部門と事業部門が連携し、必要

な体制を整備していくことが重要になってい

くであろう。 ■
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特　集　［企業成長に貢献するITのあり方］

最新ITを活用したコミュニケーション革新
─知的生産性の改善に資するワークスタイル改革─

　少子高齢化や景気変動に伴う労働市場の変化を背景に、経営課題としてワークスタイル改

革による生産性向上を掲げる企業が増えている。特に、企画やナレッジ共有などに係る知的

生産性の向上は日本企業全体の課題といえる。本稿では、ワークスタイル改革が叫ばれる背

景とその進め方のポイントについて考察する。

生産性改善は日本企業の最重要課題

　団塊世代の退職が進み、労働市場において

も本格的な少子高齢化の影響が顕在化し始め

た昨今、あらためて生産性向上を経営課題

に挙げる企業が増えている。労働市場にとっ

て少子高齢化の最大の問題点は、言うまでも

なく生産年齢人口（15～64歳）比率の減少で

ある。実際に、生産年齢人口比率は1990年の

69.5%をピークに、2012年には62.9%にまで下

がった。このままいけば2025年には58.7%に

なると推計されている。（国立社会保障・人

口問題研究所発表の資料に基づく。推計値は

出生中位・死亡中位を使用）

　将来的な労働力不足が懸念されるなか、政

府は多様な働き方を可能にする制度の拡充や

退職者の再雇用などの施策を講じ、労働力を

維持しようとしている。生産年齢人口が減少

すれば、GDP（国内総生産）を横ばいのま

ま維持するためには、 1人当たりの生産性を

高めなければならない。

　まず、日本の生産性はどの程度なのかを見

てみよう。国際比較をする際の代表的な指標

である購買力平価換算労働生産性を見ると、

日本は必ずしも生産性が高くないことが分か

る。購買力平価とは、物価水準などを考慮し

た各国通貨の実質的な購買力を交換レートで

表したもので、短期的な為替レート変動を排

した長期間の交換レートの目安として有効で

ある。公益財団法人日本生産性本部の「日本

の生産性の動向　2013年版」によれば、2012

年の日本の労働生産性は71,619ドル（759万

円）であり、OECD加盟34カ国の中では第21

位である（図 1参照）。また、ITの発展が著

しい直近10年間の年平均成長率を同資料によ

り計算すると、日本は＋2.7%とOECD加盟34

カ国の中で30番目という状況である。

後回しにされた知的生産性向上の取り組み

　世界的に見ると日本の労働生産性は決して

高いといえないものの、製造業では生産設備

への再投資や生産ラインでの業務改善などの

改善活動が繰り返され、労働生産性の向上は

図られてきた。その一方で、本社や工場にお

ける情報収集や資料作成、会議といった、企

画やナレッジ共有などに関する知的生産性の

向上は、製造業に限らずどの業種でも取り組

みが後回しにされてきた。これは、企業の生

産活動に占める知的生産のための時間比率が

低い（＝改善を実施しても効果が小さい）こ
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て少子高齢化の最大の問題点は、言うまでも

なく生産年齢人口（15～64歳）比率の減少で

ある。実際に、生産年齢人口比率は1990年の

69.5%をピークに、2012年には62.9%にまで下

がった。このままいけば2025年には58.7%に

なると推計されている。（国立社会保障・人

口問題研究所発表の資料に基づく。推計値は

出生中位・死亡中位を使用）

　将来的な労働力不足が懸念されるなか、政

府は多様な働き方を可能にする制度の拡充や

退職者の再雇用などの施策を講じ、労働力を

維持しようとしている。生産年齢人口が減少

すれば、GDP（国内総生産）を横ばいのま

ま維持するためには、 1人当たりの生産性を

高めなければならない。

　まず、日本の生産性はどの程度なのかを見

てみよう。国際比較をする際の代表的な指標

である購買力平価換算労働生産性を見ると、

日本は必ずしも生産性が高くないことが分か

る。購買力平価とは、物価水準などを考慮し

た各国通貨の実質的な購買力を交換レートで

表したもので、短期的な為替レート変動を排

した長期間の交換レートの目安として有効で

ある。公益財団法人日本生産性本部の「日本

の生産性の動向　2013年版」によれば、2012

年の日本の労働生産性は71,619ドル（759万

円）であり、OECD加盟34カ国の中では第21

位である（図 1参照）。また、ITの発展が著

しい直近10年間の年平均成長率を同資料によ

り計算すると、日本は＋2.7%とOECD加盟34

カ国の中で30番目という状況である。

後回しにされた知的生産性向上の取り組み

　世界的に見ると日本の労働生産性は決して

高いといえないものの、製造業では生産設備

への再投資や生産ラインでの業務改善などの

改善活動が繰り返され、労働生産性の向上は

図られてきた。その一方で、本社や工場にお

ける情報収集や資料作成、会議といった、企

画やナレッジ共有などに関する知的生産性の

向上は、製造業に限らずどの業種でも取り組

みが後回しにされてきた。これは、企業の生

産活動に占める知的生産のための時間比率が

低い（＝改善を実施しても効果が小さい）こ
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とと、企画やナレッジ共有を効率

的に行う有効な手段がなかったこ

とによる。また、労働生産性と比

べ、知的生産性は投資の効果を定

量化することが困難であること

も、取り組みが後回しにされてき

た原因の 1つと考えられる。

進むワークスタイル改革

　近年、業務効率化の要請が本社

企画部門にも押し寄せる一方、最

近では優秀な新卒社員の確保が困

難な状況になり始めていることか

ら、知的生産性の改善はいよいよ

待ったなしの経営課題とされるよ

うになった。実際に、情報の取り

扱いを抜本的に見直すワークスタ

イル改革に取り組む企業も増えて

いる。情報の取り扱いとは、グループウェア

を介した社内コミュニケーションや、社内の

共有フォルダーや個人のPC内に保存されて

いる電子ファイルの取り扱いなどを指す。働

く場所が、本社オフィスや海外を含む支社・

支店のオフィス、自宅や客先などと多様であ

ることから発生する情報ギャップを解消すべ

く、コミュニケーション技術を導入して “ど

こでもオフィス” を実現しようという改革で

ある。特に外勤や常駐の多い営業担当者や技

術者の働きやすさを高め、生産性を向上させ

る狙いがある。

　知的資産としての情報を継続的に蓄積する

目的でワークスタイル改革に取り組む企業も

増えている。これは、活用されることなく社

内に埋もれていた価値ある情報を、誰もが簡

単に検索し活用し、知的資産として共有でき

るようにする狙いがある。

ワークスタイル改革の3つのトレンド

　ワークスタイル改革には以下の 3つのトレ

ンドがある。

（1）コンシューマライゼーションの進展

　消費者向けのコミュニケーションツールを

野村総合研究所
コンサルティング事業本部
経営情報コンサルティング部
グループマネージャー
田口孝紀（たぐちたかのり）
専門は事業戦略策定、全社業務改
革、ワークスタイル改革
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業務に活用することである（表 1参照）。近

年、携帯電話はスマートフォンへのシフトが

進み、安価で便利なアプリも多く生み出され

ている。そうした中で、ユーザーの厳しい評

価を乗り越えたアプリが、個人利用のみなら

ず企業に正式に採用されるケースが増えてき

ている。

　その際に重要になるのがセキュリティ対策

だが、アプリの側も企業での採用を増やすた

めに、便利機能の拡充に加えてセキュリティ

の強化を図っている。例えば、個人向けのデ

ータ保存サービス「Evernote」には、企業

内のコミュニケーションやタスク管理用にさ

まざまな機能を追加し、24時間態勢の専任チ

ームでセキュリティ監視を行う「Evernote 

Business」が追加された。こうしたアプリや

サービスを利用する企業側も、オンライン上

に機密情報を保存しないなどの運用ルールの

作成が必要である。

（2）テレワークの拡大

　一般社団法人テレワーク協会は、テレワー

クとは「情報通信技術を活用した、場所や時

間にとらわれない柔軟な働き方」とし、在宅

勤務、モバイルワーク、サテライトオフィス

勤務の 3つに大別している。政府は2013年 6

月に閣議決定された「世界最先端IT国家創

造宣言」の中で、2020年までに「テレワーク

導入企業数を2012年度比で 3倍」「週 1日以

上終日在宅勤務するテレワーカーを全労働者

の10%以上」という目標を定めている。

　テレワークは、ワークライフバランス（仕

事の時間と個人の時間の両立）の実現や生産

性の向上につながるため企業にもメリットが

大きい。従って、テレワークを可能にするた

めの環境整備は、ネットワークなどのハード

面のみならずソフト面でも進んでいくと思わ

れる。例えば統合コミュニケーションプラッ

トフォームの「Microsoft Lync」では、ネッ

トワークに接続することで居場所を通知し、

いつでもメールやインスタントメッセージで

コミュニケーションを図れる機能がある。音

声・ビデオを使ったオンライン会議上で 1つ

の資料を遠隔地から共同で編集することも可

能である。

（3）ビッグデータ活用によるオフィス最適化

　一部の企業では、ビッグデータの分析結果

特　集

表１　コンシューマライゼーションの事例

技術領域 内容 具体例

情報端末 iPhone・iPadの社内活用

Facebook・LINEの社内活用
Skype→ユニファイドコミュニケーション

Dropbox for Business
Evernote Business

スマートフォン・タブレット端末のビジネ
ス活用／BYOD（個人所有機器の業務利用）

メール・電話にとらわれない自由な（緩い）
コミュニケーションの促進

直感的にストレスなくどの端末でも同じ情
報を閲覧可能／セキュリティの担保

コミュニケーション
ツール

情報管理・
オンラインストレージ
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業務に活用することである（表 1参照）。近
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月に閣議決定された「世界最先端IT国家創

造宣言」の中で、2020年までに「テレワーク

導入企業数を2012年度比で 3倍」「週 1日以

上終日在宅勤務するテレワーカーを全労働者

の10%以上」という目標を定めている。

　テレワークは、ワークライフバランス（仕

事の時間と個人の時間の両立）の実現や生産

性の向上につながるため企業にもメリットが

大きい。従って、テレワークを可能にするた

めの環境整備は、ネットワークなどのハード

面のみならずソフト面でも進んでいくと思わ

れる。例えば統合コミュニケーションプラッ

トフォームの「Microsoft Lync」では、ネッ

トワークに接続することで居場所を通知し、

いつでもメールやインスタントメッセージで

コミュニケーションを図れる機能がある。音

声・ビデオを使ったオンライン会議上で 1つ

の資料を遠隔地から共同で編集することも可

能である。

（3）ビッグデータ活用によるオフィス最適化

　一部の企業では、ビッグデータの分析結果
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情報端末 iPhone・iPadの社内活用
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Skype→ユニファイドコミュニケーション

Dropbox for Business
Evernote Business

スマートフォン・タブレット端末のビジネ
ス活用／BYOD（個人所有機器の業務利用）

メール・電話にとらわれない自由な（緩い）
コミュニケーションの促進

直感的にストレスなくどの端末でも同じ情
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を活用したワークスタイル改革も進められて

いる。米国のBank of Americaでは、社員証

にセンサーバッジを取り付け、位置情報など

の分析を生産性向上に生かそうとしている。

例えば、職場の凝縮性が高いほど生産性が高

いという分析結果を受け、ウォーターサーバ

ーの数や設置場所を工夫したり、デスク間の

距離を縮めたりしているという。

ワークスタイル改革を成功させるために

　ワークスタイル改革は次の 4つのステップ

で段階的に進めていくことが有効である。

① 効果を定量化する「プレ効果試算フェー

ズ」

② ワークスタイルのあるべき姿を定義する

「構想策定フェーズ」

③ 新たなワークスタイルの環境を整備する

「仕組み設計フェーズ」

④ KPI（重要業績評価指標）を基にPDCAサ

イクルを回す「現場定着フェーズ」

　この順序に従って進めていくことにより、

一時的な効果のみで新たなワークスタイルが

定着しないという状態に陥ることを防ぎやす

くなる。

　各ステップの詳細は割愛するが、ここでは

誰が主体的に進めるべきかについてのみ触れ

ておきたい。過去のコンサルティングの経験

からいうと、全社横断型の業務改革やコスト

削減を専任とした組織が存在する場合には、

その組織が起案・推進ともに行うことにな

る。組織の名称はさまざまであるが、「構造

改革」「業務改革」「プロセス革新」などのキ

ーワードが入っている場合が多い。そのよう

な組織がない場合には、ワークスタイル改革

を誰が起案し、誰が推進していくのかが明確

でないため、何を契機に議論を開始すべきか

難しいところがある。実際に多く見られる検

討開始の契機は以下の 3つである。

①経営の強い働き掛け（鶴の一声）

②社屋の移転

③ 標準端末の入れ替え（iPad導入）や社内ポ

ータル・グループウェアの強化

　この 3つのケースを想定すると、ワークス

タイル改革の議論を開始するのは経営企画

部、総務部、情報システム部が適任であると

考えられる。

　ワークスタイル改革は働き方そのものを変

える取り組みであり、オフィスやIT環境だ

けでなく、人事制度やマネジメントスタイル

を複合的に変革し、新たな業務を定着させる

ことで生産性を向上させるための活動であ

る。また、新しいオフィス・IT環境に変わ

ることによって生産性の高い業務環境が実現

され、従業員満足度や顧客満足度の向上につ

ながることも期待できる。今後、ワークスタ

イル改革の具体策が求められていくと思われ

るが、特に上記の 3部門においては、最新技

術や他社の事例を常に注視し、ワークスタイ

ル改革を避けて通れないテーマとして議論す

ることをお勧めしたい。 ■
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　2000年以降、業務システムの高度化と領域拡大により、基幹システムの保守は費用と難

易度の両面で厳しさが増している。その打開策の 1つとして、大手を中心にSOA（Service 

Oriented Architecture：サービス指向アーキテクチャー）により基幹システムの機能を再整

理する企業が増えている。本稿では、ある企業の事例を紹介し、SOAの有効性を検証したい。

肥大化・複雑化が止まらない基幹システム

　一般社団法人日本情報システム・ユーザー

協会（JUAS）の調査によれば、ここ数年、

企業の基幹システムの保守・運用費は増加

傾向にある（図 1参照）。開発費に関しては、

既存システムの拡張や機能改善がその半分を

占めるというデータもある。IT予算全体の

4分の 1に満たない新規開発も、全てが売り

上げの拡大に資するような “攻め” の投資に

はなっていない。このように、IT予算の大

半が “守り” に使われている企業は多い。そ

の大きな要因の 1つは、基幹システムが肥大

化・複雑化していることである。

　基幹システムのダウンサイジングが進んだ

1990年代後半以降を振り返ってみると、第 1

の波として、インターネットの急速な普及に

伴うWeb対応、EC（電子商取引）対応があ

った。その後、各業界では価格破壊や新規参

入によって競争が激化し、基幹システムに膨

大な業務要件が押し寄せた（第 2の波）。さ

らに、携帯電話、タブレット端末などのモバ

イル端末が急速に普及していき、その対応に

追われることになる（第 3の波）。

　企業はこれらの波に対して、スピードを重

特　集　［企業成長に貢献するITのあり方］

SOAで生まれ変わる情報システム部門
─“守り”から“攻め”への転換─

図２　基幹システムの開発・保守における負のスパイラル
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図１　社内システムの開発費と保守運用費の推移
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視してシステムの保守性を犠牲にした場当た

り的な対応を余儀なくされた。その結果、基

幹システムの規模と複雑さは大きく増してい

った。その後も、場当たり的な対応が続いて

属人化が進むと、保守・運用体制を固定化

せざるを得なくなり、維持費の増大とリソー

スの逼迫（ひっぱく）によって投資余力を失

っていった。結局、基幹システムは機能が整

理されないままさらに肥大化・複雑化してい

く。このような負のスパイラルに陥っている

企業が多いのではないだろうか（図 2参照）。

SOAで負のスパイラルから脱却

　ここで、このような負のスパイラルからの

脱却に成功したある企業の例を紹介したい。

（1）難易度が高い基幹システム再構築

　A社では、エンドユーザーからの新規契約

や契約変更の申し込みを、店頭、電話（コー

ルセンター）、Webサイト、申込書の郵送と

いう 4つのチャネルで受け付けている。それ

ぞれのチャネルの入力画面と、契約業務の基

幹システムは、全て異なる開発ベンダーが担

当し、システムの改修に必要な要件定義では

ベンダー間の調整に時間がかかりすぎること

が大きな問題となっていた。

　 1つの案件であってもチャネルごとに業務

要件が微妙に異なると、入力画面側と基幹シ

ステム側のどちらで対応するかで対立が起き

てしまう。A社の業界では、毎月のように新

たな営業施策が打ち出される。そのため、納

期厳守でシステム対応をしなければならず、

保守性を意識した機能配置よりも各システム

の改修範囲の平準化が優先される。本来は基

幹システム側で開発すべき業務ロジックも、

改修が比較的容易な画面側に分散され、シス

テムはさらに複雑になっていた。（図 3参照）

　A社では四半期で要件を区切ってリリース

を行っていたが、競合はより短サイクルで営

業施策を打ち出すことが多く、開発期間の短

縮はA社にとって喫緊の経営課題であった。
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　2000年以降、業務システムの高度化と領域拡大により、基幹システムの保守は費用と難

易度の両面で厳しさが増している。その打開策の 1つとして、大手を中心にSOA（Service 

Oriented Architecture：サービス指向アーキテクチャー）により基幹システムの機能を再整

理する企業が増えている。本稿では、ある企業の事例を紹介し、SOAの有効性を検証したい。
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視してシステムの保守性を犠牲にした場当た
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A社は基幹システムの

再構築も何度か検討し

たが、システムが巨大

で複雑なために、いず

れも実現には至らなか

った。

（2）SOAの概要

　このような状況から

脱却するためにA社が

2012年に立ち上げたの

が、基幹システムを再構築せずに機能整理を

行うためのSOA導入プロジェクトである。

　SOAはすでに2004年頃には注目されるよ

うになっていた。その後はあまり聞かれなく

なり、一時期の流行と捉えられていたかもし

れないが、金融・証券業界や製造業では大手

企業の導入事例が増えてきている。

　SOAをその言葉とともに提唱した米国の

調査・コンサルティング企業Gartner社の

1996年のレポートでは「SOA設計とは、サ

ービスインターフェースとサービス間の相互

作用について設計することである」と定義し

ている。これからESB（Enterprise Service 

Bus：システム同士をつなぐ基盤）や、既存

システムの機能をWebサービス（ネットワ

ークを通じて利用できるようにしたソフトウ

ェア機能）化することを連想する方も多いと

思う。しかし、ESBの導入やWebサービス化

はSOAに基づくシステム基盤（インターフ

ェースの標準化、システム機能の疎結合）を

整えるために必須のタスクではあるが、「シ

ステム機能をサービスとして再利用可能にす

る」という本来の目的を達成するためにはサ

ービス（システムが提供するアプリケーショ

ン機能）と業務プロセスを合わせることが重

要なポイントとなる。「再利用可能」という

のは、業務が変更になったとき、サービス内

のロジックを変更せずに、呼び出しの順序を

変えるだけで対応できるようにすることを指

している。業務プロセスが新しく追加された

ときは既存のロジックに手を加えずに機能追

加でき、業務が変更になったときは改修範囲

を限定できるなど、システムの保守性の向上

が期待できる（図 4参照）。

　これを可能にするためには、インプットと

アウトプットが明確で、ユーザーにとって分

かりやすいサービスにしておく必要がある。

言い換えれば、サービス内のロジックがブラ

ックボックスになっていてもユーザーが改修

範囲を特定できるようにサービスを分解する

特　集
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ことである。従って、業務プロセスとして切

り出す可能性が高い単位で分割することがポ

イントとなる。

（3）A社のSOA導入プロジェクト

　A社では、開発期間のうち要件定義に時間

がかかっていた。ユーザーが提示した業務要

件に対し、システム側の改修内容をユーザー

が理解しやすいドキュメント（業務フローな

ど）で表すことができず、画面レイアウトに

基づいて要件のすり合わせをすることも多か

った。そこでA社はまず業務フローの作成か

ら着手した。

　業務フローの作成はシステム開発の好循環

を生むきっかけになった。ユーザーが考えて

いるサービス単位が明確になったことで、情

報システム部も業務を理解することが容易に

なった。業務フローがユーザーと情報システ

ム部のコミュニケーションツールとして機能

するようになったのである。その結果、要件

定義における改修範囲の特定と仕様検討の効

率が上がり、その後の仕様変更の発生も低減

された。A社では、SOA導入により約 3割の

開発期間と開発費の削減を見込んでいる。

　A社の成功要因は、プロジェクト運営にお

いてユーザー部門の全面的な協力が得られた

ことである。再利用可能なサービス単位を決

めるということは、情報システム部門が業務

を理解するとともに、ユーザー部門がシステ

ムを理解することが必要であり、どちらか一

方だけで進めても実現が困難である。SOA

には、両者のコミュニケーションを円滑にす

るという重要な効果がある。

“攻め”の情報システム部門へ

　A社では、基幹システムのSOA化を通じ

て、開発期間の短縮と情報システム部の業務

知識の向上という効果を得た。これにより、

既存システムを滞りなく運用する “守り” の

業務は品質が向上し、併せて新規開発に向け

た技術調査や研究開発など “攻め” のIT投

資余力を生み出すことに成功した。情報シス

テム部員も、開発生産性の向上によって自己

研さんの時間を増やすことが可能になった。

　1980～1990年代、システムの目的が事務効

率化を中心としていた時代は、システムが売

り上げや利益に直結するケースが多かった。

現在では、いかなる企業においても、システ

ムは他社との差別化要素として事業戦略上重

要な位置にある。また、システムを取り巻く

環境も大きく変化し、技術の進歩だけでな

く、パッケージソフトやクラウドサービスな

どの選択肢が広がっている。情報システム部

門には、これらの幅広い知識と目利きの力だ

けでなく、ユーザーと同等の業務知識を併せ

持ち、システムで企業をリードしていくこと

がますます期待されるようになっている。

　本稿で紹介した事例のように、情報システ

ム部門が “守り” から “攻め” の部隊に生ま

れ変わる手段の 1つとして、あらためてSOA

に注目してみてはいかがだろうか。 ■
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　A社の成功要因は、プロジェクト運営にお

いてユーザー部門の全面的な協力が得られた

ことである。再利用可能なサービス単位を決

めるということは、情報システム部門が業務

を理解するとともに、ユーザー部門がシステ

ムを理解することが必要であり、どちらか一

方だけで進めても実現が困難である。SOA

には、両者のコミュニケーションを円滑にす

るという重要な効果がある。

“攻め”の情報システム部門へ

　A社では、基幹システムのSOA化を通じ

て、開発期間の短縮と情報システム部の業務

知識の向上という効果を得た。これにより、

既存システムを滞りなく運用する “守り” の

業務は品質が向上し、併せて新規開発に向け

た技術調査や研究開発など “攻め” のIT投

資余力を生み出すことに成功した。情報シス

テム部員も、開発生産性の向上によって自己

研さんの時間を増やすことが可能になった。

　1980～1990年代、システムの目的が事務効

率化を中心としていた時代は、システムが売

り上げや利益に直結するケースが多かった。

現在では、いかなる企業においても、システ

ムは他社との差別化要素として事業戦略上重

要な位置にある。また、システムを取り巻く

環境も大きく変化し、技術の進歩だけでな

く、パッケージソフトやクラウドサービスな

どの選択肢が広がっている。情報システム部

門には、これらの幅広い知識と目利きの力だ

けでなく、ユーザーと同等の業務知識を併せ

持ち、システムで企業をリードしていくこと

がますます期待されるようになっている。

　本稿で紹介した事例のように、情報システ

ム部門が “守り” から “攻め” の部隊に生ま

れ変わる手段の 1つとして、あらためてSOA

に注目してみてはいかがだろうか。 ■
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